
＜主な支援措置＞

課税の特例、金融支援、専門的アドバイス、規制特例

＜課税の特例＞

・ 設備投資に対する国の課税の特例措置。

・ 機械装置、器具備品については、

特別償却 40%、税額控除 4%など。

健都イノベーションパーク進出の支援策

〇 大阪府をはじめ、関係自治体が連携した健都イノベーションパーク進出の支援策を構じることにより、

国循・健栄研を中心とする健康・医療クラスターの形成を図る。

地域未来投資促進法に基づく

支援措置

＜税制優遇＞

・ 大阪府税（法人府民税、法人事業税及び

不動産取得税）が最大でゼロ。

・ うち、法人府民税・法人事業税の

軽減措置は、最長１０年間続き、

最大で５年間ゼロ＋５年間１/２。

大阪府成長産業特別集積税制
（大阪府成長特区税制）

＜奨励金の交付＞

・ 建物及び償却資産にかかる固定資産税の

1/2相当額（上限額:１億円/年度）

を奨励金として、固定資産税が初めて

課税される年度から５年度間交付。

・ アライアンス棟に関しては、法人の業種（不動産賃貸

借）及び自己の事業に供するかは問わない。

摂津市企業立地等奨励金制度

※ 制度の活用、支援措置の適用には条件があります。詳しくは各機関の担当部署へお問合せください。

＜課税の特例＞

・ 本社機能（事務所・研究所・研修所）

を移転・拡充する企業の特定業務施設

の取得価額に対する法人税額等の特別

償却又は税額控除

（例:拡充型は特別償却15%、税額控除4%）

・ 新たに雇い入れる従業員数に応じた税額控除など。

地方拠点強化税制

大阪府HP 大阪府HP

大阪府HP 摂津市HP


